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研究成果の概要（和文）：本研究では全要素生産性の計測において、環境負荷要因を考慮する方

法について研究した。このため、環境負荷要因の排出を望ましくないアウトプットとみなし、

所与のインプットの下で生産可能な望ましいアウトプットと抑制可能な望ましくないアウトプ

ットの間の技術的関係をモデル化した。このモデルを用いれば、環境負荷要因の存在を考慮し

た Hicks-Moorsteen-Bjurek 生産性指数を計測できる。こうした方法の有用性を示すため、わ

が国電気事業のデータによる実証研究を行い、環境負荷を調整した全要素生産性と SO2，CO2

のシャドー価格を計測した。本研究で開発した方法はまた、環境負荷要因が存在する場合の規

模の経済性、範囲の経済性の検証にも応用することができる。 
 
研究成果の概要（英文）：This study explores the method which allows the presence of 
environmental load factors in measuring the total factor productivity.  For this end, 
treating environmental load factors as undesirable outputs, we model the technological 
relationship between producible desirable outputs and controllable undesirable outputs 
given inputs.  This model is then utilized to measure the Hicks-Moorsteen-Bjurek 
productivity index extended by environmental load factors.  The proposed procedure is 
applied to analyzing real data on the Japanese electric utility firms and the total factor 
productivity with environmental load factors and the shadow values of SO2 and CO2 are 
measured.  This procedure is also applicable to testing scale and scope economies when 
environmental load factors exist. 
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１．研究開始当初の背景 
(1) 生産性は基本的にインプットから生産
されるアウトプットの量によって測られる。
しかし比較的最近まで、副産物として排出さ
れる環境負荷物質について考慮されること

はなかった。所与のインプットの下で得られ
るアウトプットが同じでも、環境負荷物質の
排出量に違いがある場合は、生産性を同じと
考えることはできない。排出量の削減にはコ
ストがかかることを考慮すれば、排出量が多
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いほど生産性はその分だけ低く評価される
べきである。これを行うための方法として、
環境負荷要因を望ましくないアウトプット
とみなして拡張された生産可能フロンティ
アが、良く知られるようになってきている。
ただしその応用はデータ包絡分析（DEA）に
よる効率性分析にほぼ限られており、環境負
荷の削減費用を考慮することで変形した生
産フロンティアまでの距離を測ることで効
率性の分析が行われている。しかし環境負荷
の影響は効率性だけでなく技術進歩や規模
効果にも及ぶはずであり、それらへの影響を
総合して全要素生産性の水準にはんえいさ
れる。したがって、全要素生産性の計測にお
いて環境負荷要因を調整することが重要で
あるはずだが、この方面の研究は進んでいな
い。 
 
(2) 一方、生産性分析においては内外ともに
Malmquist 生産性指数を用いた研究が盛ん
に行われている。Malmquist 生産性指数は計
算が比較的容易であることから多用されて
いるが、少なくとも理論的には、平均費用に
極小点が存在しない場合、つまり大域的に収
穫逓増あるいは逓減の場合には規模効果を
計測できないという難点がある。これに対し
て、本研究の研究代表者らの以前の研究
[Nemoto and Goto (2005), J. of Japanese 
Int. Economies 19, 617-634.]で提案された
Hicks-Moorsteen-Bjurek 生産性指数は生産
技術の性質にかかわらず適用可能であり、そ
の定義も Malmquist アウトプット指数の
Malmquist インプット指数に対する比率と
いう直観的に理解の容易な形式である。環境
負荷要因による全要素生産性の拡張を試み
るのであれば、Hicks-Moorsteen-Bjurek 指
数の利用を広く提案することに十分な理由
がある。 
 
(3) CO2 や SO2 などの環境負荷物質につい
ては、環境税の課税や排出権の取引によって
排出量を効率的に抑制することが、各国にお
いて政策の選択肢として検討され、一部は採
用・実施されている。こうした制度の設計、
あるいはその効果の評価にあたっては、環境
負荷のシャドー価格（排出の削減にかかる限
界費用）を知ることが非常に重要である。環
境負荷要因を考慮した生産性の計測のため
には、望ましくないアウトプットを含む生産
可能フロンティアを推定することが必要で
あるが、ひとたび生産可能フロンティアが得
られれば望ましくないアウトプットのシャ
ドー価格を計測することは可能である。シャ
ドー価格の計測は、ごく最近の研究において
試みられるようになってきているが、わが国
の生産者を対象として行われた研究は報告
されていない。 

(4) 以上の環境負荷要因を考慮した生産性
分析の方法はまた、規模の経済性、範囲の経
済性の新しい検証方法を提供する可能性を
有する。規模の経済性、範囲の経済性の分析
については、市場競争になじまない公共財供
給産業（典型的な例としては教育）において、
資本コストのような費用データの信頼性が
大きな問題となっている。最近、わが国にお
いて大学の経営問題が懸案となっているこ
とから、大学の範囲の経済性のテストがしば
しば行われているが、資本コストのデータ作
成に困難がある。環境負荷要因として望まし
くないアウトプットを導入する距離関数の
方法は、費用データを一切用いずインプット
とアウトプットの数量データのみから規模
の経済性、範囲の経済性をテストする方法に
応用できる。 
 
２．研究の目的 
 本研究の目的は以下の三点に集約される。 
(1) 環境負荷要因を望ましくないアウトプ
ットとした場合の生産可能集合のパラメト
リックな表現としてハイパーボリックな距
離 関 数 を 採 用 し 、 こ れ に 基 づ い て
Hicks-Moorsteen-Bjurek 生産性指数による
環境生産性指数を定義する。同時に環境負荷
要因のシャドー価格の計測方法を示す。 
 
(2)  ハイパーボリック距離関数から、規模
の経済性、範囲の経済性をテストする方法を
開発する。 
 
(3) (1)について、わが国 9 電気事業者の実
データを用いて実証研究を行い、本研究で提
案する一連の方法の有用性を示す。また(2)
について、私立大学のデータによる実証研究
を行う。 
 
３．研究の方法 
(1) ハイパーボリック距離関数 
 環境負荷要因を考慮した生産可能フロン
ティアをハイパーボリック距離関数によっ
て定式化する。ハイパーボリック距離関数は
2009 年に Cuesta，Lovell and Zofio, Ecol. Econ. 
68, 2232-2242. によって導入された。本研究
で採用する生産可能フロンティアについて
は、基本的に彼らの方法を踏襲する。 

時点 t において、望ましいアウトプットを
ty 、望ましくないアウトプットを tb 、イン

プットを tx とする。時点 t で技術的に可能な
すべての ),,( ttt byx からなる集合を生産可
能集合 t とする。 t は望ましくないアウト
プットを減らすのにかかるコストを反映し
て次の三条件を満たす。 
 

i)  
tbyx ),,(  ならば 

         xxforbyx t ),,(  



 

 

ii)  tbyx ),,(  ならば 
         yyforbyx t ),,(  
iii) tbyx ),,(  ならば 

bbforbyx t ),,(  
 
ハイパーボリック距離関数は次のように定
義される。 
 

 tt
H byxbyxD  ),,(|min),,(   (1) 

 
t
HD は xの非増加関数、y の非減少関数、b の

非増加関数で、 ),( by に関して )1,1(  次の
almost homogeneous 関数である。定義より

tbyx ),,( ならば 1t
HD 、そうでないなら

ば 1t
HD である。 

 本研究では、 t
HDln をトランスログ型で特

定化してパラメータを推定する。推定に使用
するデータは当然 t の要素だから、 t

HD はそ
の近傍で 1t

HD である。よって、計量モデル
としては 
 

0,ln  vvuDt
H       (2) 

 
のように定式化する。ここで、 ),0(~ 2

uNu  、
),0(~ 2

vNv  である。(2)は標準的な確率フ
ロンティアモデルとなり、 t

HD のパラメータ
は最尤法によって推定される。 
 
(2) Hicks-Moorsteen-Bjurek エコ生産性指数 
 Hicks-Moorsteen-Bjurek 生産性指数の定義
に用いられている距離関数をハイパーボリ
ック距離関数に置き換えて、環境負荷要因を
考 慮 し た エ コ 生 産 性 指 数 を 作 る 。
Hicks-Moorsteen-Bjurek 生 産 性 指 数 は
Malmquist アウトプット指数と Malmquist イ
ンプット指数の比である。 

環境負荷要因を考慮した Malmquist アウト
プット指数は、ハイパーボリック距離関数を
用いて次のように定義する。時点 t を基準時
点、 1t 時点を比較時点として 
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である。環境要因を考慮した Malmquist イン
プット指数を定義するには、望ましくないア
ウトプットを含む生産可能集合に基づくイ
ンプット距離関数を用いる。すなわち 
 

 tt
H byxbyxd  ),,(|max),,(     (3) 

 

を用いて 
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が Malmquist インプット指数となる。結局、
Hicks-Moorsteen-Bjurek エコ生産指数は 
 

tt
x

tt
y

tt MM ,1,1,1          (4) 
 

のようになる。これを計測するためには t
HD

のパラメータ推定値から t
Hd の値を導出する

ことが必要である。それには t
Hd の定義(3)と 

 
 1),,(|),,(  byxDbyx t

H
t   (5) 

 
であることから、 
 

0),,(ln bydxD t
H

t
H       (6) 

 
を解いて t

Hd を求めることができる。 t
HDln

がトランスログ型の場合、(6)は t
Hdln に関す

る 2次方程式となるので、その解の小さくな
い方が t

Hdln の値である。 
 
(3) 環境負荷要因のシャドー価格 
 いま r 番目の望ましいアウトプットを ry ，
s 番目の望ましくないアウトプットを sb とす
る。 ry の sb に対する限界転形率はハイパー
ボリック距離関数によって 
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で与えられる。費用最小化条件を用いれば sb
のシャドー価格を sq とすると 
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である。 
 
(4) 規模の経済性と範囲の経済性 
 規模の経済性の指標は通常は費用関数に
よって定義される。望ましいアウトプット y
の価格ベクトルを p として、費用関数が

),( ypC である時 
 



 

 

  1
ln ),(ln  ypCiR ySCALE       (9) 

 
が 1 より大きければ規模の経済性が存在し、
1 より小さければ規模の不経済性が存在する。
ただし、 )1,,1,1(  i である。(9)式を評価す
るには費用のデータが必要であるが、双対性
を利用してインプット・ベースに変換したハ
イパーボリック距離関数 t

Hd から次のように
RSC を求めることができる。 
 

  1
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式(10)を用いる場合、費用データは不要であ
る。 
 範囲の経済性は、i 番目のアウトプット iy
を単独で生産する場合のアウトプット・ベク
トルを )0,,,,0(

}{


ii
yy  として 
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により判定する。 SCOPEG が正ならば範囲の経
済性が存在し、負なら範囲の非経済性が存在
する。範囲の経済性を費用データによらずに
判定するためには、次の費用関数と距離関数
の間の双対的性質が重要である。 
 
生産可能集合

t が正則条件を満たすなら、
任意の 0,0  yx に対して *p が存在し 
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が成立する。 
 
 ここで xについて t

Hd が微分可能であれば
)*,(* ypCpd t

Hx  であることがわかる。
よって、 
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となるような }{ix を求めれば 
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を評価して範囲の経済性を判定できる。ここ 
で、配分非効率が存在しなければ *p は観察
される価格 p に等しく、また生産技術が 
input homothetic であれば xx i }{ となって
(14)は簡略化できる。 
 
４．研究成果 
(1) 9 電気事業者のエコ生産性の計測 
 わが国の 9電気事業者の火力発電部門のデ
ータを用いて Hicks-Moorsteen-Bjurek エコ生
産性指数を計測した。データ期間は最長で
1990-2007 年度であるが、環境負荷要因の排
出量データの利用可能性によりアンバラン
スド・パネルとなっている。環境負荷要因は
SO2またはCO2とし二通りのモデルを適用した。
SO2とCO2の排出量は各電気事業者の環境評価
報告書の各年版から取った。その他のデータ
は有価証券報告書の中の電気事業費用明細
によった。望ましいアウトプットは発電電力
量、インプットは資本ストック、労働、燃料
である。資本ストックは、有価証券報告書の
固定資産期中増減明細表中の設備増減額を
電気機器分野の企業物価指数によりデフレ
ートしたものを用い、恒久棚卸法により作成
した。観察値の総数は 106 である。 
 

図 1  Hicks-Moorsteen-Bjurek エコ生産性指数 
      中部電力 環境負荷要因は CO2 
 
図１では、環境負荷要因が CO2 の場合の中部



 

 

電力火力発電部門のエコ生産性変化率を実  
線で示している。破線は CO2 が変化しなかっ
たとした場合に生じたであろう生産性変化
である。たとえば 1994 年に破線が実線の下
にあることは、1993 年から 1994 年にかけて 
CO2 排出量が減少したことを意味する。1993
年を除き全般的に破線は実線の下にあり、CO2

排出量が減少傾向にあることを示している。 
 
 
図 2  Hicks-Moorsteen-Bjurek エコ生産性指数 
      東北電力 環境負荷要因は SO2 
 
図 2 は環境負荷要因が SO2の場合の東北電力
のエコ生産性変化率を示す。SO2が一定の場合
の生産性変化は、ほとんど実線と重なるため
省略した。このことは、1998 年以降ほとんど 
SO2の排出量が一定であることを意味する。 
生産性が 1999 年に上昇し 2004 年に下落し、

それ以後上昇することは図 1と図 2で共通し
ている。これは生産性変化が需要の動向と共
変動していることを示すためと見られる。 
 
(2) 環境負荷要因のシャドー価格 
 (1)で用いたのと同じハイパーボリック距
離関数の推定値から、各電気事業者の 2005
年における CO2 と SO2 のシャドー価格を計測
した。それぞれ電気価格に対する限界代替率
を利用して求めたが、電気価格は kwh あたり
8円を想定した。 
 
表 1 環境負荷要因のシャドー価格 

(2005 年) 

  SO2 （\/t） CO2 （\/ｔ-C） 

北海道 137258 － 

東北 101467 442 

東京 － 512 

中部 414858 1221 

北陸 312105 1678 

関西 748470 － 

中国 213878 － 

四国 236453 614 

九州 268947 － 

＊ SO2の東京電力、CO2の北海道電力、関西電力、

中国電力、九州電力はハイパーボリック距離関数

が符号条件を満たさないためシャドー価格を求め

られない。 
 
表１において、SO2のシャドー価格は事業者

により 10 万 1467 円/ｔ（東北電力）から 74
万 8470 円/ｔ（関西電力）の範囲にある。事
業者間にかなり格差があることから、もし排

出権市場が設定されれば事業者間で取引の
成立する可能性がある。シャドー価格の水準
をアメリカの先行研究と比較すると、$5321/
ｔ［Cuesta，Lovell and Zofio, Ecol. Econ. 68, 
2009, 2232-2242.］あるいは$1545/ｔ［Färe, 
Grosskopf, Noh and Weber, J. of Economet. 126, 
2005, 469-492.］である。円ドル為替レートで
換算して、比較可能な範囲であると見ること
ができる。 

CO2 のシャドー価格は 442 円/t-C（東北電
力）から 1678 円/t-C（北陸電力）である。
環境省「環境税の具体案](2008 年）では 2400
円/t-C が炭素税率として想定されており、こ
こで計測されたシャドー価格より高い。した
がって、もしこの税率で炭素税が導入されれ
ば、電気事業者には CO2 排出削減のインセン
ティブが働くであろう。 
 
(3) 規模の経済性と範囲の経済性 
 わが国の私立大学について距離関数を用
いて規模の経済性と範囲の経済性を検証し
た。範囲の経済性を距離関数によってテスト
して先行研究は内外に見当たらず、本研究が
最初の試みであるといえる。アウトプットは
学部教育、大学院教育、研究の三種とし、そ
れぞれ学部学生数、大学院学生数、外部研究
費の獲得件数とする。インプットは職員数、
教員数、資本ストックとし、資本ストックは
有形固定資産残高で測る。データは私立大学
白書の第 7次（1999 年）と第 8次（2004 年）
から取り、観察値の総数は 218 である。 
 
 

 
 
図 3 私立大学の規模の経済性指標 

（横軸はアウトプット・ベクトルのユークリ
ッド・ノルム） 
 
 
図 3 は規模の経済性の指標 SCALER をアウト
プット・ベクトルの大きさに対してプロット
したものである。ほとんどすべてのプロット
が 1SCALER の線より上にあり、私立大学は
広い範囲で規模の経済性を有しているとい
える。特に小規模な大学は非常に大きな規模
の経済性を有しており、経営的な観点からは
合併などによる規模拡大が推奨され得る。 
 
 



 

 

 
 

 
 
 図 4 私立大学の範囲の経済性指標 
（横軸はアウトプット・ベクトルのユークリ
ッド・ノルム） 
 
 
図４は範囲の経済性指標 SCOPEG をアウトプ
ット・ベクトルの大きさに対してプロットし
たものである。大部分の私立大学において 

0SCOPEG であり、範囲の経済性が存在しな
いことが示されている。このことの私立大学
経営に対するインプリケーションは機能分
化の促進であり、規模の経済性の存在とあわ
せて解釈するなら、機能を集中させつつ大学
間連携ないし統合を進めることであると考
えられる。ただし、規模の大きいいくつかの
大学では範囲の経済性が認められる。したが
って、いくつかの大規模大学は総合大学とし
て存続することが効率的である。また逆に、
ごく規模の小さい領域においても範囲の経
済性が一部存在しており、これらの大学には
どのような形態でも規模を大きくすること
が求められる。 
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